



昭和23年 4 月19日	 東京都江戸川区にて出生
昭和42年 3 月	 早稲田大学高等学院卒業
昭和46年 3 月	 早稲田大学法学部卒業
昭和48年 3 月	 早稲田大学大学院法学研究科修士課程修了
昭和52年 3 月	 早稲田大学大学院法学研究科博士課程単位取得満期退学
平成17年 1 月25日	 早稲田大学より博士（法学）の学位を授与される
	 	 （提出論文「会社法改革─公開株式会社法の構想─」）
Ⅱ　職歴
昭和51年 9 月	 横浜市立大学非常勤講師（経済法）（昭和52年 3 月まで）
昭和52年 4 月	 北九州市立北九州大学法学部専任講師（商法）
昭和55年 4 月	 同大学助教授（昭和56年 3 月まで）
昭和56年 4 月	 専修大学法学部助教授（商法）
昭和58年 1 月	 山形大学法文学部非常勤講師（経済法）（昭和60年 2 月まで）
昭和61年 4 月	 専修大学法学部教授（平成 9 年 3 月まで）
昭和61年 7 月	 コロンビア大学（短期在外研究）（昭和62年 1 月まで）
平成元年 4 月	 早稲田大学法学部非常勤講師（商法）（平成 9 年 3 月まで）
平成元年 4 月	 	西南学院大学法学部非常勤講師（証券取引法）（平成 3 年 3
月まで）
平成 2 年 4 月	 立教大学法学部教授（商法）（平成 9 年 3 月まで）
平成 2 年 4 月	 	駿河台大学法学部非常勤講師（証券取引法）（平成12年 9 月
まで）
平成 3 年 4 月	 	専修大学法学部非常勤講師（証券取引法）（平成 8 年 7 月ま
で）
平成 4 年 7 月	 	名古屋大学法学部大学院非常勤講師（証券取引法）（集中講
義）
平成 5 年 9 月	 	静岡大学法経学部非常勤講師（証券取引法）（平成 7 年 9 月
まで）
平成 6 年 9 月	 	白鷗大学法学部非常勤講師（証券取引法）（平成 9 年 9 月ま
で）
平成 7 年12月	 九州大学法学部大学院非常勤講師（商法）（集中講義）
平成 9 年 4 月	 早稲田大学法学部教授（現在に至る）
728　　早法 94 巻 3 号（2019）
平成 9 年 4 月	 立教大学法学部非常勤講師（平成12年 3 月まで）
平成12年 7 月	 名古屋経済大学大学院（証券取引法）（平成16年 3 月まで）
平成15年 7 月	 	21世紀 COE 企業社会の変容と法システムの創造・拠点リー
ダー（早稲田大学21世紀 COE 企業法制と法創造総合研究所
所長）（平成20年 3 月まで）
平成16年 4 月	 早稲田大学大学院法務研究科教授（法学部教授と併任）
平成18年 9 月	 早稲田大学法学学術院長　法学部長（平成22年 9 月まで）





平成 2 年	 商品等取引問題研究会（通産省産業政策局商務流通審議官）
平成 2 年～平成 3 年	 産業金融と企業組織に関する研究会（通産省産業政策局）
平成 3 年	 	社債市場等の規制緩和と簡保資金運用の在り方に関する研究
会（郵政省簡易保険局・座長）
平成 3 年	 資産流動化研究会（通産省産業政策局商務流通審議官）
平成 5 年 4 月21日	 衆議院法務委員会参考人（商法・商法特例法改正案）
平成 5 年	 財団法人　日本資産流動化研究所評議員　
平成 6 年	 商品取引所審議会委員（総理府）
平成 8 年 1 月	 	産業構造審議会臨時委員（産業資金部会産業金融小委員会委
員）（通産省）
平成 8 年10月 9 日	 証券取引審議会総合部会参考人（大蔵省）
平成 9 年 1 月	 司法試験（第二次試験）考査委員（法務省）　
	 	 	証券取引審議会総合部会（有価証券の定義に関する勉強会委
員）（大蔵省）
平成 9 年 6 月	 	商品先物取引制度検討会（通産省商務流通審議官・農水省食
品流通局長　座長）
	 	 新しい金融の流れに関する懇談会（大蔵省銀行局）
平成 9 年 7 月	 中小企業政策金融研究会（中小企業庁）
平成 9 年10月	 	今後の資産流動化の在り方に関する研究会（通産省取引信用
室）
平成10年 3 月18日	 衆議院法務委員会参考人（株式消却手続特例法改正案他）
平成10年 5 月 8 日	 衆議院大蔵委員会参考人（金融システム改革関連法案他）
平成11年 2 月	 	金融審議会第一部会集団投資スキームワーキンググループ
（大蔵省金融企画局）
上村達男教授・略歴　　729
平成11年 9 月	 日本私法学会運営委員
平成11年12月	 	金融審議会第一部会証券取引所の組織形態のあり方等に関す
るワーキンググループ（大蔵省金融企画局）
平成12年 4 月	 日本 FP（Financial	Planning）学会理事　
平成12年 5 月～平成14年	 消費者金融サービス研究学会理事
平成12年 5 月 9 日	 衆議院法務委員会参考人（商法・有限会社法改正案他）
平成12年 5 月10日	 法制審議会商法部会参考人（公開株式会社法理論について）
平成12年 5 月	 商法研究会（通産省産業政策局企業組織課）





































































































































『早稲田大学21世紀 COE 叢書企業社会の変容と法創造第 1 巻～ 8 巻』（編著）（～平
成22年 7 月）　日本評論社















「カナダ連邦会社法におけるテークオーバービッド」　際商 3 巻 1 号
昭和52年（1977年）
「証券取引における開示の機能的限界」　早誌27巻




















































































































































































































「企業法と労働法の交錯」『季刊企業と法創造 4 巻 3 号〈早稲田大学21COE 機関誌〉』
商事法務










「金融・資本市場法制─英国型モデルと日本の選択肢」『季刊企業と法創造 5 巻 2 号
〈早稲田大学21COE 機関誌〉』商事法務
「成熟市民社会日本に相応しい企業、金融・資本市場法制の構想とは」『季刊企業と法
740　　早法 94 巻 3 号（2019）






















「グローバル経営時代のコーポレートガバナンス」企業リスク 9 巻 2 号
「今こそ、法を考える時代」法セ57巻 4 号（通巻687号）
「株式会社は市場とデモクラシーの調和の世界」法セ57巻 4 号（通巻687号）



























「特集	日本の会計・監査制度	:	資本市場の中核を担える態勢とは（ 1 ）～（ 3 ）」会
計・監査ジャーナル28巻 6 号・ 7 号・ 8 号
平成29年（2017年）
「任意の指名・報酬委員会設計の視点とは何か」資料版商事395号
















「証券取引法64条 2 項にいう悪意の意義」　法政論集〈北九州大学〉 6 巻 4 号




























































「英国会社法改正の基本的構想（ 1 ）～（ 3 ）」（酒巻俊雄氏と共訳）　商事644号・646
号・648号
昭和50年（1975年）
「英国新産業法案について（ 1 ）～（ 2 ）」（星川長七氏と共訳）　法時47巻 9 号・10号
昭和54年（1979年）
「イギリスにおける会社買収について日本企業が留意すべき諸点」際商 7 巻 6 号
昭和56年（1981年）


























































「特別講演	株主・投資家・市民─ IR の射程とは何か」IR─Com	 1 ・ 2 号
「金融・資本市場改革の方向性」（池井和人・松尾直彦・犬飼重仁・斉藤惇各氏）『季
刊企業と法創造 4 巻 3 号〈早稲田大学21COE 機関誌〉』商事法務
「企業と労働」（毛塚勝利・熊谷謙一各氏）『季刊企業と法創造 4 巻 3 号〈早稲田大学
21COE 機関誌〉』商事法務
「会社法制の行方」（稲葉威雄・河本一郎各氏）『季刊企業と法創造 4 巻 3 号〈早稲田
大学21COE 機関誌〉』商事法務




田博各氏）『季刊企業と法創造 4 巻 3 号〈早稲田大学21COE 機関誌〉』商事法務
「日本版テイクオーバー・パネルの構想」（渡辺宏之・河村賢治各氏）『季刊企業と法











『季刊企業と法創造 5 巻 2 号〈早稲田大学21COE 機関誌〉』商事法務
746　　早法 94 巻 3 号（2019）
「金融資本市場法制が目指したものとその将来」（神田秀樹・内山昌秋・犬飼重仁各
氏）『季刊企業と法創造 5 巻 2 号〈早稲田大学21COE 機関誌〉』商事法務
「金融危機に学ぶ	日本の企業社会の将来」資本市場285号
「法理論創造時代の会社法制─担う内部統制・内部監査」監査研究35巻 5 号
		「公開会社法とは何か〈第 1 回〉～〈第 3 回・完〉」（中村直人氏と対談）（～平成22








務12巻 2 号・ 3 号
平成26年（2014年）
「基調講演　ガバナンス経営のあり方─企業、市場、市民社会─」経営関連学会協議
会編『新しい経営学の創造』中央経済社
平成27年（2015年）
「次期会社法改正と日本の企業社会」（江頭憲治郎・岩原紳作各氏と座談会）早稲田法
学90巻 2 号
平成29年（2017年）
「役員報酬に関するガバナンス設計の考え方」（岩田彰一郎・阿部直彦・澁谷展由各氏
と座談会）資料版商事395号
「新しい株式報酬の法的問題、設計についての考え方」（弥永真生・大杉謙一・阿部直
彦・澁谷展由各氏と座談会）資料版商事398号
平成30年（2018年）
「金商法と会社法の将来	:	再び、公開会社法を巡って」（神田秀樹・中村直人各氏と座
談会）資料版商事408号
